
（別紙３）
補助事業で雇用する人材
１　新規雇用（予定）者　(雇用者毎に作成)
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による雇用期間（予定）
	　平成　　年　　月　　日（　）～平成　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容
	

	研究を実施する

経験・能力
	

	新規雇用者の
確保方法
 (該当項目の□を■にしてください。)
	□　人材紹介会社を利用（会社名　　　　　　　　　　）
□　ハローワークを利用
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	雇用形態
 (該当項目の□を■にしてください。)
	補助期間中
	補助期間終了後（予定）

	
	□　正規雇用
□　非正規雇用
（　　時間勤務/週）
	□　正規雇用
□　非正規雇用
（　　時間勤務/週）

	月額給与
	基本給
	
	円
	（手当内訳）


	
	諸手当
	
	円
	

	社会保険料等
	月　額
	
	円
	

	賞与
	
	
	円
	


 (別紙４)

補助事業の実施計画書
申請者名：　　　　　　

１．研究開発の名称
２．研究開発の従事構成

	氏　名
	年齢
	所属名・役職名

	
	
	

	
	
	　

	
	
	　

	
	
	　


３．研究開発の実施項目・実施予定

	実 施 項 目
	具体的内容と参加機関・個人の役割分担

	
	

	　　・実施予定（月）　　　　　　　　　　　　　　実施項目（上記連動）
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４．研究開発の内容

(1)研究開発の技術的課題と達成目標

(2)研究開発における実施事項

· 必要な箇所を提案書から転記して下さい。

· 軽微な修正を除き、提案書に記載の内容の変更は行わないで下さい。

· 修正するところがある場合は、事前に事務局に連絡し、了承を得て下さい。

（別紙５）
補助事業支出明細予算書
	経費区分
	予算額（円）
	算出基礎
	備考

	新規雇用者給与
	
	
	

	諸手当


	
	
	

	社会保険料

(雇用者負担分)


	
	
	

	人材紹介会社等手数料（消費税抜き）
	
	
	

	旅　費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	工具器具費
	
	
	

	ﾘｰｽ･ﾚﾝﾀﾙ費
	
	
	

	外注費
	
	
	

	合　計
	
	
	


（予算額欄で、千円未満は切り上げ）

※　経費区分間で20%以上の予算額の変更がある場合は変更届が必要となります。
※　算出基礎は、「品名または費用名」「単価」×「数量」＝「金額」で記入して下さい。

※　単価が高額のもの及びリース・レンタル費は見積書の写しを提出して下さい。

※　外注費は外注する具体的内容（・・・の加工、・・・の試験など）を記述して下さい。


